
令和７年（2025）7月

第27号

見本

島 根 県
国民健康保険
資格確認書

　国民健康保険および後期高齢者医療の加入者のみなさんには、８月以降にお使いいただく資格確認書
または資格情報のお知らせを７月中に郵送します。７月31日で有効期限が切れる保険証または資格
確認書はご自分で破棄してください。

見  

本

後期高齢者医療

●マイナ保険証をお持ちで
ない方に交付しています。

　（マイナンバーカードの保
有者で保険証利用登録を
していない方を含む）　　

●医療機関の窓口で提示する
ことで、保険診療をうける
ことができます。

●マイナ保険証をお持ちの方に交付しています。
●マイナンバーカードを利用して、保険診療を受けること
ができます。（このお知らせのみでは、保険診療を受ける
ことができません。）

●機器の不具合等でマイナンバーカードを利用できない場
合は、このお知らせとマイナンバーカードを医療機関等の
受付で提示することで医療機関を受診することができます。

①70歳の誕生日を迎える方は誕生月の末日（１日生まれの方は誕生日の前日）
②75歳の誕生日を迎える方は誕生日の前日
③市外在住の学生用資格確認書で、今年度卒業予定の方は令和８年３月末

国民健康保険

１
通
に
３
人
分
の

資
格
確
認
書
が
あ
り
ま
す

若葉色

はがす

世帯主あて

切り取る

医療保険の手続きについて

やめるとき

そ の 他

保
険
証
等
を
持
参

し
て
く
だ
さ
い

後 期 高 齢 者 医 療

加入するとき
● 75歳を迎えたとき
　（加入手続きは必要ありません）
● 一定の障がいがある65歳以上の方で、島根県後期
高齢者医療広域連合の認定を受けようとするとき

● 生活保護を受けなくなったとき
● 生活保護を受けるとき

● 住所、氏名が変わったとき

国 民 健 康 保 険

● 市外に転出するとき
● 職場の健康保険に加入したとき、被扶養者になったとき
　（必要なもの：新しく加入した職場の保険証等（扶養家族も
含む）、国民健康保険証等）

● 生活保護を受けるとき

● 市外から転入してきたとき
● 職場の健康保険をやめたとき、被扶養者からはずれたとき
　（必要なもの：健康保険加入期間証明書など）
● 子どもが生まれ、職場の健康保険に加入しないとき
● 生活保護を受けなくなったとき

● 住所、世帯主、氏名が変わったとき
● 世帯を分けたり、一緒にしたとき

加入するとき、やめるとき、記載内容の変更が
あるときは、14日以内に届け出をしてください。

７月中に７月中に が届きますが届きますまたはまたは資格確認書資格確認書 資格情報のお知らせ資格情報のお知らせ

後期高齢者医療保険の加入者全員に「資格
確認書」（白色）をお送りします。
うすい緑色の封筒で届きますので、開封の
うえ、台紙の内側にある「資格確認書」を
切り離して使用してください。

保険証等とは…保険証、資格確認書、資格情報のお知らせ

　誰もが安心して医療を受けられるように、日本ではすべての方が医療保険に加入します。国民健康保険は、職場の医療保険や
後期高齢者医療制度に加入している方以外の方が加入します。75歳の誕生日からは、全員が後期高齢者医療制度へ加入します。
　誰もが安心して医療を受けられるように、日本ではすべての方が医療保険に加入します。国民健康保険は、職場の医療保険や
後期高齢者医療制度に加入している方以外の方が加入します。75歳の誕生日からは、全員が後期高齢者医療制度へ加入します。

有効期限  令和８年７月31日

有効期限  令和８年７月31日

※高齢受給者（70歳の誕生日を迎えた方）は、令和８年７月31日

有効期限　ありません※

白 色

切り取ってご利用
いただけます。
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前年の所得状況により区分を判定し、８月から適用します。所得の変動や加入者等の異動などによって
年度途中でも区分が変わることがあります。

※所得割課標は、各加入者の総所得金額から43万円（総所得金額が2,400万円
を超える場合は、段階的に減額）を差し引いた金額の合計額です。

70歳以上の方の場合 70歳未満の方の場合

高額療養費制度 とは

高
齢
者
の
加
入
者
　
１
４
５
万
円
以
上

　※

所
得
か
ら
各
種
控
除
を
差
し
引
い
た
後
の
金
額

２割 ３割

乳幼児医療が
適用される方は
その限度額

子ども医療が
適用される方は
その限度額

３割

1割●一般所得者（下に該当しない方）

●一般所得者の内、一定以上の所得がある方
現役並み所得者に該当しない、原則、
課税所得が28万以上の方

●現役並み所得者　★左表参照

75歳以上
（後期高齢者医療）

義務教育就学
以上70歳未満

２割

３割

●現役並み所得者でない方

●現役並み所得者　★左表参照

★
高
齢
者（
70
歳
以
上
の
方
）で

　
３
割
負
担
と
な
る
世
帯

①
課
税
所
得

世
帯
に
高
齢
者
が
１
人
の
場
合
　
３
８
３
万
円
以
上

世
帯
に
高
齢
者
が
複
数
の
場
合
　
５
２
０
万
円
以
上

　
高
齢
者
の
収
入
の
み
対
象
で
す
。

　※

国
保
は
加
入
者
の
み
、
後
期
は
高
齢
者
全
員

②
収
入
の
合
計

左
の
①
②
い
ず
れ
も
該
当
す
る
世
帯

義務教育
就学前

70歳～
75歳未満

２割

医療機関や薬局で支払う額がひと月の自己
負担限度額を超えた場合に、その超えた金額
を支給する制度です。

  80,100円
＋(医療費－267,000円）×１％

57,600円

35,400円

167,400円
＋(医療費－558,000円）×１％

252,600円
＋(医療費－842,000円）×１％

所得区分

【区分ア】

【区分イ】

【区分ウ】

【区分エ】

【区分オ】

自己負担限度額
（月額）

限度額
認定証
の申請

所得割課標が
600万円を超え、
901万円以下の世帯

所得割課標が
210万円を超え、
600万円以下の世帯

所得割課標が
210万円以下の世帯

住民税非課税世帯

所得割課標が
901万円を超える世帯

課税所得
145万円未満

Ⅱ住民税非課税世帯
(Ⅰ以外の方）
Ⅰ住民税非課税世帯

＋(医療費－558,000円）×１％

＋(医療費－267,000円）×１％

所得区分

Ⅱ課税所得
380万円以上

Ⅰ課税所得
145万円以上

Ⅲ課税所得
690万円以上

外　来
（個人ごと）

外来＋入院
（世帯ごと）

自己負担限度額（月額） 限度額
認定証
の申請

不　要

不　要

24,600円

15,000円

8,000円

57,600円
18,000円

［年間上限
　144,000円］

80,100円

167,400円

252,600円＋(医療費－842,000円）×１％現
役
並
み
（
３
割
）

一
　
般

住
民
税
非
課
税

要
マイナ保険証
が あ れ ば
不　要

要
マイナ保険証
が あ れ ば
不　要

要
マイナ保険証
が あ れ ば
不　要

（年金収入
80万以下など

※令和７年８月からは年金
　収入80万6,700円以下

）

　
国
民
健
康
保
険
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
の
、
令
和
７
年
度
の

保
険
料
を
お
知
ら
せ
す
る
通
知
書
を
、
７
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

　
な
お
、
電
算
シ
ス
テ
ム
の
更
新
に
伴
い
、国
民
健
康
保
険
料
の
通

知
書
・
納
付
書
の
発
送
方
法
と
、様
式
を
次
の
と
お
り
変
更
し
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
ま
で
は
、
年
９
回
の
納
期
ご
と
に
納
付
書
を

お
送
り
し
て
い
ま
し
た
。
令
和
７
年
度
か
ら
は
７
月
中
旬
に

「
保
険
料
納
入
通
知
書
」
と
９
期
分
す
べ
て
の
「
納
付
書
」
を

同
封
し
て
お
送
り
し
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
ま
で
は
、
通
知
書
は
縦
型
の
封
書
、
納
付
書
は

ハ
ガ
キ
型
で
し
た
が
、
令
和
７
年
度
か
ら
は
Ａ
４
三
つ
折
り
程

度
の
サ
イ
ズ
の
冊
子
型
に
変
更
し
、
封
書
で
お
送
り
し
ま
す
。

※

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
通
知
書
・
納
付
書
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
の
発
送
方
法
と
様
式
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

７月中旬に保険料の通知をお送りします７月中旬に保険料の通知をお送りします

　
国
民
健
康
保
険
料
・
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
の
納
付
方
法
は
、
左
の
と
お
り
「
普
通

徴
収
」
と
「
特
別
徴
収
」
が
あ
り
ま
す
。

　
納
付
は
、
普
通
徴
収
が
７
月
を
第
１
期
と

し
た
全
９
期
、
特
別
徴
収
が
年
金
支
給
月
の

６
回
で
す
（
下
表
参
照
）。

　
し
か
し
、
こ
れ
ら
は
保
険
の
加
入
月
な
ど

に
よ
っ
て
異
な
る
た
め
、
個
別
の
納
付
方
法

に
つ
い
て
は
、
７
月
中
旬
に
お
届
け
す
る
保

険
料
通
知
書
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
で
の
お
支
払
い
。

　
国
民
健
康
保
険
料
は
世
帯
主
が
納
め
ま

す
。
世
帯
主
本
人
が
加
入
し
て
い
な
い
場
合

で
も
、
世
帯
内
に
国
民
健
康
保
険
の
加
入
者

普通徴収と特別徴収の納付期別

納付方法は便利な「口座振替」をおすすめします。詳しくはお問い合わせください。

普
通
徴
収

発
送
方
法
の
変
更

（
納
付
書
納
付
の
場
合
）

様
式
の
変
更

特
別
徴
収

納
付
す
る
方
（
納
付
義
務
者
）

　
世
帯
主
が
国
保
加
入
者
で
、
世
帯
内
の

加
入
者
全
員
が
65
歳
以
上
75
歳
未
満
の
場

合
は
、世
帯
主
の
年
金
か
ら
天
引
き
。

国
民
健
康
保
険
料

　
加
入
者
の
年
金
か
ら
天
引
き
。

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

①
介
護
保
険
料
が
年
金
か
ら
天
引
き

　
さ
れ
て
い
な
い
方

②
天
引
き
の
対
象
と
な
る
年
金
が
年

　
額
18
万
円
未
満
の
方

③
保
険
料
と
介
護
保
険
料
の
合
計
額

　
が
天
引
き
の
対
象
と
な
る
年
金
の

　
額
の
２
分
の
１
を
超
え
る
方

特
別
徴
収
の
該
当
に
な
ら
な
い

年
金
受
給
者

月

普通
徴収

特別
徴収 １回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

７月31日納期限 ９月１日 ９月30日 10月31日 12月１日 12月29日 ２月２日
令和８年

３月２日 ３月31日

が
い
れ
ば
納
付
義
務
者
と
な
り
ま
す
。

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
は
、

加
入
者
本
人
が
納
め
ま
す
。
世
帯
主
や
配

偶
者
に
も
、
保
険
料
を
連
帯
し
て
納
付
す

る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

保
険
料
の
納
期
と
納
付
方
法

保
険
料
の
納
期
と
納
付
方
法

※１期ごとに納める場合は、納付書を保管し、納付書記載の
各納期限までに納めてください。

　（納付書の紛失にご注意ください！！）
※１年分をまとめて納める場合は、第１期～第９期までの９枚
の納付書で第１期納期限（７月31日）までに納めてください。

令和６年度まで

国民健康保険料
通知書

令和７年度から

国民健康保険料通知書第１期
納付書

第１期～第９期　納付書第１期～第９期　納付書

納付書９枚を
まとめて送ります
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前年の所得状況により区分を判定し、８月から適用します。所得の変動や加入者等の異動などによって
年度途中でも区分が変わることがあります。

※所得割課標は、各加入者の総所得金額から43万円（総所得金額が2,400万円
を超える場合は、段階的に減額）を差し引いた金額の合計額です。

70歳以上の方の場合 70歳未満の方の場合

高額療養費制度 とは

高
齢
者
の
加
入
者
　
１
４
５
万
円
以
上

　※

所
得
か
ら
各
種
控
除
を
差
し
引
い
た
後
の
金
額

２割 ３割

乳幼児医療が
適用される方は
その限度額

子ども医療が
適用される方は
その限度額

３割

1割●一般所得者（下に該当しない方）

●一般所得者の内、一定以上の所得がある方
現役並み所得者に該当しない、原則、
課税所得が28万以上の方

●現役並み所得者　★左表参照

75歳以上
（後期高齢者医療）

義務教育就学
以上70歳未満

２割

３割

●現役並み所得者でない方

●現役並み所得者　★左表参照

★
高
齢
者（
70
歳
以
上
の
方
）で

　
３
割
負
担
と
な
る
世
帯

①
課
税
所
得

世
帯
に
高
齢
者
が
１
人
の
場
合
　
３
８
３
万
円
以
上

世
帯
に
高
齢
者
が
複
数
の
場
合
　
５
２
０
万
円
以
上

　
高
齢
者
の
収
入
の
み
対
象
で
す
。

　※

国
保
は
加
入
者
の
み
、
後
期
は
高
齢
者
全
員

②
収
入
の
合
計

左
の
①
②
い
ず
れ
も
該
当
す
る
世
帯

義務教育
就学前

70歳～
75歳未満

２割

医療機関や薬局で支払う額がひと月の自己
負担限度額を超えた場合に、その超えた金額
を支給する制度です。

  80,100円
＋(医療費－267,000円）×１％

57,600円

35,400円

167,400円
＋(医療費－558,000円）×１％

252,600円
＋(医療費－842,000円）×１％

所得区分

【区分ア】

【区分イ】

【区分ウ】

【区分エ】

【区分オ】

自己負担限度額
（月額）

限度額
認定証
の申請

所得割課標が
600万円を超え、
901万円以下の世帯

所得割課標が
210万円を超え、
600万円以下の世帯

所得割課標が
210万円以下の世帯

住民税非課税世帯

所得割課標が
901万円を超える世帯

課税所得
145万円未満

Ⅱ住民税非課税世帯
(Ⅰ以外の方）
Ⅰ住民税非課税世帯

＋(医療費－558,000円）×１％

＋(医療費－267,000円）×１％

所得区分

Ⅱ課税所得
380万円以上

Ⅰ課税所得
145万円以上

Ⅲ課税所得
690万円以上

外　来
（個人ごと）

外来＋入院
（世帯ごと）

自己負担限度額（月額） 限度額
認定証
の申請

不　要

不　要

24,600円

15,000円

8,000円

57,600円
18,000円

［年間上限
　144,000円］

80,100円

167,400円

252,600円＋(医療費－842,000円）×１％現
役
並
み
（
３
割
）

一
　
般

住
民
税
非
課
税

要
マイナ保険証
が あ れ ば
不　要

要
マイナ保険証
が あ れ ば
不　要

要
マイナ保険証
が あ れ ば
不　要

（年金収入
80万以下など

※令和７年８月からは年金
　収入80万6,700円以下

）

　
国
民
健
康
保
険
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
の
、
令
和
７
年
度
の

保
険
料
を
お
知
ら
せ
す
る
通
知
書
を
、
７
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

　
な
お
、
電
算
シ
ス
テ
ム
の
更
新
に
伴
い
、国
民
健
康
保
険
料
の
通

知
書
・
納
付
書
の
発
送
方
法
と
、様
式
を
次
の
と
お
り
変
更
し
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
ま
で
は
、
年
９
回
の
納
期
ご
と
に
納
付
書
を

お
送
り
し
て
い
ま
し
た
。
令
和
７
年
度
か
ら
は
７
月
中
旬
に

「
保
険
料
納
入
通
知
書
」
と
９
期
分
す
べ
て
の
「
納
付
書
」
を

同
封
し
て
お
送
り
し
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
ま
で
は
、
通
知
書
は
縦
型
の
封
書
、
納
付
書
は

ハ
ガ
キ
型
で
し
た
が
、
令
和
７
年
度
か
ら
は
Ａ
４
三
つ
折
り
程

度
の
サ
イ
ズ
の
冊
子
型
に
変
更
し
、
封
書
で
お
送
り
し
ま
す
。

※

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
通
知
書
・
納
付
書
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
の
発
送
方
法
と
様
式
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

７月中旬に保険料の通知をお送りします７月中旬に保険料の通知をお送りします

　
国
民
健
康
保
険
料
・
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
の
納
付
方
法
は
、
左
の
と
お
り
「
普
通

徴
収
」
と
「
特
別
徴
収
」
が
あ
り
ま
す
。

　
納
付
は
、
普
通
徴
収
が
７
月
を
第
１
期
と

し
た
全
９
期
、
特
別
徴
収
が
年
金
支
給
月
の

６
回
で
す
（
下
表
参
照
）。

　
し
か
し
、
こ
れ
ら
は
保
険
の
加
入
月
な
ど

に
よ
っ
て
異
な
る
た
め
、
個
別
の
納
付
方
法

に
つ
い
て
は
、
７
月
中
旬
に
お
届
け
す
る
保

険
料
通
知
書
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
で
の
お
支
払
い
。

　
国
民
健
康
保
険
料
は
世
帯
主
が
納
め
ま

す
。
世
帯
主
本
人
が
加
入
し
て
い
な
い
場
合

で
も
、
世
帯
内
に
国
民
健
康
保
険
の
加
入
者

普通徴収と特別徴収の納付期別

納付方法は便利な「口座振替」をおすすめします。詳しくはお問い合わせください。

普
通
徴
収

発
送
方
法
の
変
更

（
納
付
書
納
付
の
場
合
）

様
式
の
変
更

特
別
徴
収

納
付
す
る
方
（
納
付
義
務
者
）

　
世
帯
主
が
国
保
加
入
者
で
、
世
帯
内
の

加
入
者
全
員
が
65
歳
以
上
75
歳
未
満
の
場

合
は
、世
帯
主
の
年
金
か
ら
天
引
き
。

国
民
健
康
保
険
料

　
加
入
者
の
年
金
か
ら
天
引
き
。

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

①
介
護
保
険
料
が
年
金
か
ら
天
引
き

　
さ
れ
て
い
な
い
方

②
天
引
き
の
対
象
と
な
る
年
金
が
年

　
額
18
万
円
未
満
の
方

③
保
険
料
と
介
護
保
険
料
の
合
計
額

　
が
天
引
き
の
対
象
と
な
る
年
金
の

　
額
の
２
分
の
１
を
超
え
る
方

特
別
徴
収
の
該
当
に
な
ら
な
い

年
金
受
給
者

月

普通
徴収

特別
徴収 １回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

７月31日納期限 ９月１日 ９月30日 10月31日 12月１日 12月29日 ２月２日
令和８年

３月２日 ３月31日

が
い
れ
ば
納
付
義
務
者
と
な
り
ま
す
。

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
は
、

加
入
者
本
人
が
納
め
ま
す
。
世
帯
主
や
配

偶
者
に
も
、
保
険
料
を
連
帯
し
て
納
付
す

る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

保
険
料
の
納
期
と
納
付
方
法

保
険
料
の
納
期
と
納
付
方
法

※１期ごとに納める場合は、納付書を保管し、納付書記載の
各納期限までに納めてください。

　（納付書の紛失にご注意ください！！）
※１年分をまとめて納める場合は、第１期～第９期までの９枚
の納付書で第１期納期限（７月31日）までに納めてください。

令和６年度まで

国民健康保険料
通知書

令和７年度から

国民健康保険料通知書第１期
納付書

第１期～第９期　納付書第１期～第９期　納付書

納付書９枚を
まとめて送ります
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保
険
料
は
、
世
帯
主
と
国
民
健
康
保
険

加
入
者
の
前
年
中
の
所
得
合
計
額
が
左
表

の
基
準
以
下
の
場
合
は
、４
ペ
ー
ジ
の「
均

等
割
」
と
「
平
等
割
」
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

均等割と平等割の軽減
世帯主と加入者※1の令和６年中の所得合計額軽減割合

７割軽減

５割軽減

２割軽減

43万円【+10万円×（給与所得者等の数-１）】以下

43万円 ＋（30.5万円×加入者数）【+10万円×（給与所得者等の数-１）】以下

43万円 ＋（56万円×加入者数）【+10万円×（給与所得者等の数-１）】以下

※1　加入者には、旧加入者（国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行された方）も含みます。
● 給与所得者等とは、給与収入が55万円を超える方、公的年金の収入が60万円を超える65歳未満の方、又は
　 公的年金の収入が125万円を超える65歳以上の方をいいます。
●【 】内の計算は給与所得者等の人数が２人以上の場合に限ります。
● 昭和35年１月１日生まれ以前の方は、公的年金所得から15万円を控除します。
● 所得が無い場合も「所得が無い旨の申告」をされないと、保険料の軽減制度の適用が受けられない場合があります。

所
得
に
応
じ
た

保
険
料
の
軽
減

申請不要

令和７年度 保険料率と保険料額（年額）

医療給付費分

医療給付費分保険料 後期高齢者支援金分保険料 介護納付金分保険料

所得割

所 得 割

所 得 割

均 等 割

平 等 割
小　計

（夫）

（妻）

（すべての加入者）

世帯内のすべての加入者
の前年中の総所得金額等
に応じて計算

後期高齢者医療制度
を支援するためにあ
てられるもの

加入者の医療給付費
にあてられるもの

介護保険第２号被保
険者の保険料

後期高齢者支援金分
（すべての加入者）

均等割
加入者１人あたりに定め
られた金額

7.85% 3.05% 2.50%

124,815円

1,570円
=(202万円-43万円)×7.85%

=(45万円-43万円)×7.85%
56,600円

28,300円×２人

203,185円

年間保険料 299,790円

20,200円

=(202万円-43万円)×3.05%

=(45万円-43万円)×3.05%

10,700円×２人

48,495円

610円

21,400円

78,105円
7,600円

11,900円×１人

=(45万円-43万円)×2.50%
500円

11,900円

18,500円
6,100円

0円

28,300円 10,700円 11,900円

20,200円 7,600円 6,100円

660,000円 260,000円 170,000円

平等割

限  度  額

１世帯あたりに定められ
た金額

介護納付金分
加入者のうち満40歳
以上65歳未満の方

　保険料は世帯単位で計算し、
年間保険料は右の「医療給付
費分」「後期高齢者支援金分」
「介護納付金分」の３つの合計
額となり、それぞれ下の「所得
割」「均等割」「平等割」から算出
します。

計算方法

★所得割 ＝（令和６年中の総所得金額等－基礎控除額（43万円～0円 ））×料率

の２人世帯の場合

★

夫（66歳）

　
国
民
健
康
保
険
事
業
を
運

営
す
る
た
め
に
必
要
な
保
険

料
を
算
定
し
ま
し
た
。

　
一
人
当
た
り
の
医
療
費
が

増
加
す
る
一
方
で
、
加
入
者

数
は
減
少
し
て
い
ま
す
の
で
、

保
険
料
率
の
引
き
上
げ
を
行

う
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　①
医
療
分
に
つ
い
て
、
所
得

割
を
０
・
20
％
引
き
上
げ
、

加
入
者
全
員
に
か
か
る
均

等
割
は
９
０
０
円
引
き
上

げ
、
全
世
帯
に
か
か
る
平

等
割
は
５
０
０
円
引
き
上

げ
ま
す
。

②
支
援
分
に
つ
い
て
、
所
得

割
を
０
・
05
％
引
き
上
げ
、

均
等
割
は
３
０
０
円
引
き

上
げ
、
平
等
割
は
１
０
０

円
引
き
上
げ
ま
す
。

③
介
護
分
に
つ
い
て
、
所
得

割
を
０
・
15
％
引
き
上
げ
、

均
等
割
は
９
０
０
円
引
き

上
げ
、
平
等
割
は
５
０
０

円
引
き
上
げ
ま
す
。

前年の年金収入　180万円
前年の給与収入　200万円
（所得金額　202万円）

妻（60歳）
前年の給与収入　100万円
（所得金額　45万円）

計算例

と

保
険
料
率

保
険
料
率

保
険
料
額

保
険
料
額

令
和
７
年
度
の

国
民
健
康
保
険
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保
険
料
は
、
世
帯
主
と
国
民
健
康
保
険

加
入
者
の
前
年
中
の
所
得
合
計
額
が
左
表

の
基
準
以
下
の
場
合
は
、４
ペ
ー
ジ
の「
均

等
割
」
と
「
平
等
割
」
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

均等割と平等割の軽減
世帯主と加入者※1の令和６年中の所得合計額軽減割合

７割軽減

５割軽減

２割軽減

43万円【+10万円×（給与所得者等の数-１）】以下

43万円 ＋（30.5万円×加入者数）【+10万円×（給与所得者等の数-１）】以下

43万円 ＋（56万円×加入者数）【+10万円×（給与所得者等の数-１）】以下

※1　加入者には、旧加入者（国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行された方）も含みます。
● 給与所得者等とは、給与収入が55万円を超える方、公的年金の収入が60万円を超える65歳未満の方、又は
　 公的年金の収入が125万円を超える65歳以上の方をいいます。
●【 】内の計算は給与所得者等の人数が２人以上の場合に限ります。
● 昭和35年１月１日生まれ以前の方は、公的年金所得から15万円を控除します。
● 所得が無い場合も「所得が無い旨の申告」をされないと、保険料の軽減制度の適用が受けられない場合があります。

所
得
に
応
じ
た

保
険
料
の
軽
減

申請不要

令和７年度 保険料率と保険料額（年額）

医療給付費分

医療給付費分保険料 後期高齢者支援金分保険料 介護納付金分保険料

所得割

所 得 割

所 得 割

均 等 割

平 等 割
小　計

（夫）

（妻）

（すべての加入者）

世帯内のすべての加入者
の前年中の総所得金額等
に応じて計算

後期高齢者医療制度
を支援するためにあ
てられるもの

加入者の医療給付費
にあてられるもの

介護保険第２号被保
険者の保険料

後期高齢者支援金分
（すべての加入者）

均等割
加入者１人あたりに定め
られた金額

7.85% 3.05% 2.50%

124,815円

1,570円
=(202万円-43万円)×7.85%

=(45万円-43万円)×7.85%
56,600円

28,300円×２人

203,185円

年間保険料 299,790円

20,200円

=(202万円-43万円)×3.05%

=(45万円-43万円)×3.05%

10,700円×２人

48,495円

610円

21,400円

78,105円
7,600円

11,900円×１人

=(45万円-43万円)×2.50%
500円

11,900円

18,500円
6,100円

0円

28,300円 10,700円 11,900円

20,200円 7,600円 6,100円

660,000円 260,000円 170,000円

平等割

限  度  額

１世帯あたりに定められ
た金額

介護納付金分
加入者のうち満40歳
以上65歳未満の方

　保険料は世帯単位で計算し、
年間保険料は右の「医療給付
費分」「後期高齢者支援金分」
「介護納付金分」の３つの合計
額となり、それぞれ下の「所得
割」「均等割」「平等割」から算出
します。

計算方法

★所得割 ＝（令和６年中の総所得金額等－基礎控除額（43万円～0円 ））×料率

の２人世帯の場合

★

夫（66歳）

　
国
民
健
康
保
険
事
業
を
運

営
す
る
た
め
に
必
要
な
保
険

料
を
算
定
し
ま
し
た
。

　
一
人
当
た
り
の
医
療
費
が

増
加
す
る
一
方
で
、
加
入
者

数
は
減
少
し
て
い
ま
す
の
で
、

保
険
料
率
の
引
き
上
げ
を
行

う
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　①
医
療
分
に
つ
い
て
、
所
得

割
を
０
・
20
％
引
き
上
げ
、

加
入
者
全
員
に
か
か
る
均

等
割
は
９
０
０
円
引
き
上

げ
、
全
世
帯
に
か
か
る
平

等
割
は
５
０
０
円
引
き
上

げ
ま
す
。

②
支
援
分
に
つ
い
て
、
所
得

割
を
０
・
05
％
引
き
上
げ
、

均
等
割
は
３
０
０
円
引
き

上
げ
、
平
等
割
は
１
０
０

円
引
き
上
げ
ま
す
。

③
介
護
分
に
つ
い
て
、
所
得

割
を
０
・
15
％
引
き
上
げ
、

均
等
割
は
９
０
０
円
引
き

上
げ
、
平
等
割
は
５
０
０

円
引
き
上
げ
ま
す
。

前年の年金収入　180万円
前年の給与収入　200万円
（所得金額　202万円）

妻（60歳）
前年の給与収入　100万円
（所得金額　45万円）

計算例

と

保
険
料
率

保
険
料
率

保
険
料
額

保
険
料
額

令
和
７
年
度
の

国
民
健
康
保
険
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対 象 者 軽 減 内 容 軽 減 期 間 申請に必要なもの

離 職 理 由
（解雇・雇い止め）
に よ る 軽 減

雇用保険受給資格者証ま
たは雇用保険資格通知に
記載の離職理由番号が
11、12、21、22、23、
31、32、33、34の方

対象者本人の前年の給与
所得を30／100に減額して
保険料を算定

離職日の翌日から翌年度末
（３月）まで

雇用保険受給資格者証
または
雇用保険資格通知

出雲市独自の減免

①離職理由が自己都合で
あっても疾病によりやむ
を得ず離職された方（★）

②罹災された方
③刑事施設へ入所された方

①対象者本人の前年の給与
所得を30／100に減額
して保険料を算定

②③右期間の全額減免

①離職日の翌日から翌年度
末（３月）まで

②申請日以後に納期が到来
する期別（当該年度限り）

③刑事施設に入所されて
いた期間

詳しくは市役所保険年
金課へご相談ください

産前産後期間の免除

出産または出産予定の方
（妊娠85日以上の出産）

所得割と均等割を免除 産前産後期間
単胎妊娠　４か月分
多胎妊娠　６か月分
※令和６年１月以降の期間

• 母子健康手帳
• 本人確認書類

職場の医療保険
の 被 扶 養 者 で
あった方の減免

後期高齢者医療制度に移
行した社会保険加入者の
被扶養者であった方
（65歳以上）

所得割の免除
均等割の半額免除
（世帯の国民健康保険加入
者がその被扶養者のみの
場合は平等割も半額免除）

均等割及び平等割は資格
取得後２年経過するまで、
所得割は75歳になるまで

健康保険加入期間証明書

未就学児の軽減
※申請は不要です

令和８年３月31日時点で
０～６歳の未就学児

均等割を５割減額
※所得に応じた保険料の
軽減の対象となる場合
は、軽減後の金額を５割
減額

該当する年度の保険料

国民健康保険料の軽減・減免
市役所保険年金課または各行政センター市民サービス課で申請を受け付けます。

★国保に加入した際に減免申請をされていない方は、対象となる場合がありますので、市役所保険年金課へご相談ください。

～ 納期限までに保険料の納付が困難な場合は、市役所収納課へご相談ください。～



医
療
費
は
節
約
で
き
ま
す

　
国
民
健
康
保
険
や
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
が
負
担
す
る
医
療
費
の
主
な

財
源
と
な
っ
て
い
る
の
が
、
み
な
さ

ん
か
ら
の
保
険
料
で
す
。
医
療
費
が

増
え
る
と
保
険
料
も
値
上
げ
せ
ざ
る

を
え
な
く
な
り
、
家
計
の
負
担
も
大

き
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

重
複
受
診
を
や
め
ま
し
ょ
う

　
同
じ
病
気
で
同
時
期
に
複
数
の
医

療
機
関
を
受
診
す
る
と
、
そ
の
た
び

に
初
診
料
が
か
か
り
、
医
療
費
が
高

額
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
何
度
も
検

査
や
処
置
・
投
薬
を
行
う
の
で
、
体

に
も
負
担
が
か
か
り
ま
す
。

時
間
外
受
診
を
や
め
ま
し
ょ
う

　
休
日
や
夜
間
な
ど
診
療
時
間
外
に

受
診
す
る
場
合
、
医
療
費
が
高
く
設

定
さ
れ
て
い
ま
す
。
夕
方
は
す
い
て

い
る
か
ら
な
ど
の
安
易
な
理
由
で
時

間
外
受
診
す
る
と
、
緊
急
を
要
す
る

重
症
患
者
へ
の
対
応
の
遅
れ
な
ど
に

も
つ
な
が
り
ま
す
。

か
か
り
つ
け
医
・
薬
局
を

持
ち
ま
し
ょ
う

　
か
か
り
つ
け
医
は
、
あ
な
た
の
既

往
症
や
健
康
状
態
な
ど
を
把
握
し
て
、

健
康
管
理
全
般
の
ア
ド
バ
イ
ス
を
す

る
医
師
の
こ
と
で
す
。
か
か
り
つ
け

医
を
持
て
ば
、
い
ざ
と
い
う
時
に
気

軽
に
相
談
で
き
ま
す
。

　
ま
た
、
薬
の
重
複
や
飲
み
合
わ
せ

の
ト
ラ
ブ
ル
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
、

か
か
り
つ
け
薬
局
を
決
め
て
お
き
ま

し
ょ
う
。

切
り
替
え
る
と
お
得
で
す
！

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
に

切
り
替
え
て
み
ま
し
ょ
う

　
後
発
医
薬
品
（
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医

薬
品
）
は
、
新
薬
と
同
じ
有
効
成
分

を
使
っ
て
い
る
の
で
、
安
全
性
も
効

き
目
も
立
証
さ
れ
て
い
ま
す
。
医
師

が
書
い
た
処
方
せ
ん
の
医
薬
品
名
の

変
更
不
可
欄
に
﹇
✓
﹈
ま
た
は
﹇×
﹈

の
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
薬
は
ジ
ェ
ネ

リ
ッ
ク
医
薬
品
に
変
更
で
き
ま
す
。

　
慢
性
疾
患
の
場
合
、
長
期
間
に
わ

た
っ
て
薬
を
服
用
す
る
こ
と
が
多
い

た
め
、
新
薬
か
ら
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医

薬
品
に
切
り
替
え
た
と
き
の
差
額
が

大
き
く
な
り
ま
す
。

　
出
雲
市
で
は
、
自
己
負
担
額
が
軽

減
す
る
と
思
わ
れ
る
方
に
、
お
知
ら

せ
を
送
っ
て
い
ま
す
。

※

す
べ
て
の
医
薬
品
に
ジ
ェ
ネ
リ
ッ

ク
医
薬
品
が
あ
る
わ
け
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。

※

治
療
内
容
に
よ
っ
て
は
ジ
ェ
ネ

リ
ッ
ク
医
薬
品
が
適
さ
な
い
場
合

も
あ
り
ま
す
。
医
師
・
薬
剤
師
に

ご
相
談
く
だ
さ
い
。

「後期高齢者医療」「国民健康保険」に係る医療費のお知らせ「後期高齢者医療」「国民健康保険」に係る医療費のお知らせ

医療費のお知らせは、確定申告の医療費控除の手続に使用することができます。注

「後期高齢者医療」、「国民健康保険」の加入者のみなさんへ医療費のお知らせをお送りします。
発送予定等については、次のとおりです。

医療費通知と医療機関等の領収書とを見比べることにより、医療機関等から適正に請求されて
いるかどうか、ご自身で確認することができます。

注：お知らせに記載されていない医療費等がある場合は、領収書に基づいて別途「医療費控除の明細書」を
作成する必要がありますのでご注意ください。

対象となる医療費

令和７年１月～令和７年３月診療分

令和７年４月～令和７年６月診療分

令和７年７月～令和７年９月診療分

令和７年10月～令和７年12月診療分

発 送 予 定 等

令和７年６月発送済み　　

令和７年９月下旬発送予定

令和７年12月下旬発送予定

令和８年２月中旬発送予定

後期高齢者医療

国民健康保険

対象となる医療費／令和６年11月～令和７年10月診療分
発送予定／令和８年１月中旬
おたずね／島根県後期高齢者医療広域連合　☎0852－20－7525

国民健康保険は、「医療費のお知らせ」を年４回お送りしています。

おたずね／保険年金課　☎21－6982

7割

対象者の所得要件
（世帯主及び世帯の加入者全員の軽減判定対象所得の合計額）

43万円 
【+10万円×（年金・給与所得者の数-１）】※
以下

均等割の
軽減割合

※【 】内の計算は世帯主及び世帯の加入者
全員の年金・給与所得者数が２人以上の場合
に限ります。

●前年度の１月１日において65歳以上の方は、
軽減判定の際に限り公的年金の所得から15
万円を限度として控除があります。

●軽減判定の際には、「専従者控除」や「居住
用財産や収用により譲渡した場合等の課税
の特例」の適用はありません。

●軽減判定は、賦課期日の４月１日または資格
取得日時点で行うことから、年度途中で世帯
主変更があった場合でも軽減の再判定は行
いません。

　なお、所得等の申告がない場合は軽減判定が
できません。

　後期高齢者医療制度の加入前日に、職場などの医療保険の被扶養者であった方の保険料は、所得
割額がかからず、資格取得後２年を経過する月までの間に限り、均等割額を５割軽減します。
　「均等割額の軽減」で７割軽減の対象となる方は、そちらが優先されます。

５割
43万円 

【+10万円×（年金・給与所得者の数-１）】※
+30.5万円×（加入者数）以下

２割
43万円 

【+10万円×（年金・給与所得者の数-１）】※
+56万円×（加入者数）以下

均等割額の軽減 世帯の所得等に応じて均等割額が軽減されます。

職場などの医療保険の被扶養者であった方の軽減

申請不要保 険 料 の 軽 減

令
和
７
年
度

保
険
料
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

※総所得金額等…「公的年金収入－公的年金等控除」「給与収入－給与所得控除」「事業収入－必要経費」等で
  　　　　　　　 社会保険料控除等の各種所得控除前の金額。

保険料の計算方法

年間保険料
限度額は
 80万円

均等割額

50,160円
（加入者一人あたりに定められた金額）

所得割額
前年中の総所得金額等※
-基礎控除額（43万円～0円）

所得割率

令和7年度の均等割額と所得割率

年間保険料の限度額

所得割率 10.08%

年間保険料限度額 80万円

均等割額 50,160円

10.08%

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、
保
険

料
は
個
人
毎
に
計
算
さ
れ
、
所
得
に
応

じ
て
納
め
ま
す
。

　
保
険
料
は
、
加
入
者
一
人
当
た
り
に

均
等
に
か
か
る
「
均
等
割
額
」
と
加
入

者
の
前
年
中
の
総
所
得
金
額
を
も
と
に

計
算
す
る
「
所
得
割
額
」
を
合
計
し
た

も
の
で
す
。

　
こ
れ
ら
は
、
島
根
県
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
で
２
年
ご
と
に
決
定
し
ま

す
。

　
７
月
中
旬
に
加
入
者
の
み
な
さ
ん
へ
、

保
険
料
決
定
通
知
書
を
お
送
り
い
た
し

ま
す
。
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「後期高齢者医療」「国民健康保険」に係る医療費のお知らせ「後期高齢者医療」「国民健康保険」に係る医療費のお知らせ

医療費のお知らせは、確定申告の医療費控除の手続に使用することができます。注

「後期高齢者医療」、「国民健康保険」の加入者のみなさんへ医療費のお知らせをお送りします。
発送予定等については、次のとおりです。

医療費通知と医療機関等の領収書とを見比べることにより、医療機関等から適正に請求されて
いるかどうか、ご自身で確認することができます。

注：お知らせに記載されていない医療費等がある場合は、領収書に基づいて別途「医療費控除の明細書」を
作成する必要がありますのでご注意ください。

対象となる医療費

令和７年１月～令和７年３月診療分

令和７年４月～令和７年６月診療分

令和７年７月～令和７年９月診療分

令和７年10月～令和７年12月診療分

発 送 予 定 等

令和７年６月発送済み　　

令和７年９月下旬発送予定

令和７年12月下旬発送予定

令和８年２月中旬発送予定

後期高齢者医療

国民健康保険

対象となる医療費／令和６年11月～令和７年10月診療分
発送予定／令和８年１月中旬
おたずね／島根県後期高齢者医療広域連合　☎0852－20－7525

国民健康保険は、「医療費のお知らせ」を年４回お送りしています。

おたずね／保険年金課　☎21－6982

7割

対象者の所得要件
（世帯主及び世帯の加入者全員の軽減判定対象所得の合計額）

43万円
【+10万円×（年金・給与所得者の数-１）】※
以下

均等割の
軽減割合

※【 】内の計算は世帯主及び世帯の加入者
全員の年金・給与所得者数が２人以上の場合
に限ります。

●前年度の１月１日において65歳以上の方は、
軽減判定の際に限り公的年金の所得から15
万円を限度として控除があります。

●軽減判定の際には、「専従者控除」や「居住
用財産や収用により譲渡した場合等の課税
の特例」の適用はありません。

●軽減判定は、賦課期日の４月１日または資格
取得日時点で行うことから、年度途中で世帯
主変更があった場合でも軽減の再判定は行
いません。
なお、所得等の申告がない場合は軽減判定が
できません。

後期高齢者医療制度の加入前日に、職場などの医療保険の被扶養者であった方の保険料は、所得
割額がかからず、資格取得後２年を経過する月までの間に限り、均等割額を５割軽減します。
「均等割額の軽減」で７割軽減の対象となる方は、そちらが優先されます。

５割
43万円

【+10万円×（年金・給与所得者の数-１）】※
+30.5万円×（加入者数）以下

２割
43万円 

【+10万円×（年金・給与所得者の数-１）】※
+56万円×（加入者数）以下

均等割額の軽減 世帯の所得等に応じて均等割額が軽減されます。

職場などの医療保険の被扶養者であった方の軽減

申請不要保 険 料 の 軽 減

令
和
７
年
度

保
険
料
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

※総所得金額等…「公的年金収入－公的年金等控除」「給与収入－給与所得控除」「事業収入－必要経費」等で
社会保険料控除等の各種所得控除前の金額。

保険料の計算方法

年間保険料
限度額は
80万円

均等割額

50,160円
（加入者一人あたりに定められた金額）

所得割額
前年中の総所得金額等※
-基礎控除額（43万円～0円）

所得割率

令和7年度の均等割額と所得割率

年間保険料の限度額

所得割率 10.08%

年間保険料限度額 80万円

均等割額 50,160円

10.08%

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、
保
険

料
は
個
人
毎
に
計
算
さ
れ
、
所
得
に
応

じ
て
納
め
ま
す
。

保
険
料
は
、
加
入
者
一
人
当
た
り
に

均
等
に
か
か
る
「
均
等
割
額
」
と
加
入

者
の
前
年
中
の
総
所
得
金
額
を
も
と
に

計
算
す
る
「
所
得
割
額
」
を
合
計
し
た

も
の
で
す
。

こ
れ
ら
は
、
島
根
県
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
で
２
年
ご
と
に
決
定
し
ま

す
。７

月
中
旬
に
加
入
者
の
み
な
さ
ん
へ
、

保
険
料
決
定
通
知
書
を
お
送
り
い
た
し

ま
す
。
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健診のお問い合わせは・・・

交
通
事
故
に
あ
っ
た
ら…

　交
通
事
故
な
ど
第
三
者
か
ら
受
け
た
ケ
ガ
な

ど
で
医
療
機
関
に
か
か
っ
た
場
合
は
、必
ず
市

役
所
保
険
年
金
課
に
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
や
後
期
高
齢
者
医
療
が
一
時
的
に
医
療
費
を

立
て
替
え
て
、
後
日
、
相
手
方
に
請
求
し
ま
す
。

　相
手
方
か
ら
治
療
費
を
受
け
取
っ
た
り
、
示
談
を
済
ま
せ

た
り
し
て
し
ま
う
と
、
国
民
健
康
保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療

で
治
療
を
受
け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
。
示
談
の
前
に
必
ず
市

役
所
保
険
年
金
課
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

示
談
は
慎
重
に
！

　
就
職
し
た
り
配
偶
者
等
の
加
入
す
る
保
険
の
被
扶
養
者
に

な
る
と
、新
た
に
職
場
の
医
療
保
険
の
資
格
を
取
得
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。（
75
歳
未
満
の
方
）。

　
し
か
し
、
職
場
の
医
療
保
険
の
資
格
を
取
得
し
た
日
以
降

に
、
国
民
健
康
保
険
の
保
険
証
等
を
医
療
機
関
に
提
示
し
受

診
さ
れ
る
場
合
や
、
マ
イ
ナ
保
険
証
を
利
用
し
て
も
新
し
い

保
険
の
情
報
に
切
り
替
わ
っ
て
い
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

（
マ
イ
ナ
保
険
証
の
情
報
は
自
動
的
に
切
り
替
わ
り
ま
す
が
、

情
報
の
反
映
に
一
定
期
間
時
間
が
か
か
り
ま
す
。）

　
こ
の
よ
う
な
場
合
に
、
医
療
機
関
で
出
雲
市
の
国
民
健
康

保
険
で
の
受
診
と
し
て
登
録
さ
れ
る
と
、
窓
口
負
担
が
３
割

の
場
合
、
か
か
っ
た
医
療
費
の
７
割
分
を
国
民
健
康
保
険
へ

返
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。（
後
で
職
場
の
医
療

保
険
へ
請
求
す
る
と
返
っ
て
き
ま
す
が
、
一
時
的
な
経
済
負

担
や
手
続
き
の
手
間
が
生
じ
ま
す
。）

　
保
険
の
切
り
替
え
時
期
は
、
受
診
日
時
点
で
ご
自
身
の
加

入
し
て
い
る
保
険
が
ど
こ
か
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、

マ
イ
ナ
保
険
証
を
利
用
さ
れ
て
い
る
方
は
、
マ
イ
ナ
保
険
証

の
情
報
が
切
り
替
わ
っ
て
い
る
か
ど
う
か
を
、
マ
イ
ナ
ポ
ー

タ
ル
等
で
確
認
を
お
願
い
し
ま
す
。

保
険
証
等
を
間
違
え
な
い
で
！

出雲市役所　保険年金課【保険料計算】☎21-6984 【保険加入・脱退】☎21-6982 【後期高齢者医療】☎21-6983

平田行政センター　☎63-5500　　佐田行政センター　☎84-0111　　多伎行政センター　☎86-3116

湖陵行政センター　☎43-1214　　大社行政センター　☎53-3115　　斐川行政センター　☎73-9102

出雲市役所　健康増進課　成人保健係　TEL２１－６９７９

1年に1度、健康診査を受けましょう1年に1度、健康診査を受けましょう
７月１日～10月31日 ※後期高齢者歯科口腔健診は6月1日～11月30日実施期間

対象の方には、６月末に個別案内を郵送し
ていますので、ご確認ください。
※受診券はありません。

75歳以上の方
(65歳以上の一定の障がいのある方を含む)

後期高齢者健診

医療機関でマイナ保険証
または資格確認書を提示
して受診してください。

※個別案内はしません。
※受診券はありません。

20歳～39歳の方
若年齢層健診

３月末時点で国保加入されている方に
は、６月末に受診券が入った個別案内を
郵送していますので、ご確認ください。

※４月以降に加入手続をされた方は、
二次元コードから受診券の発行申
請が必要です。電話
での発行申請もでき
ますので、健康増進
課にお問い合わせく
ださい。

40歳～74歳の方
特定健康診査

対象の方には、５月末に受診券が入った個別
案内を郵送していますので、ご確認ください。

76歳～85歳の方
後期高齢者歯科口腔健診

▲受診券発行

●各健診の情報は、ホームページで確認できます。 ▲

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
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